
沖縄振興開発金融公庫（法人番号7360005000440）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

③ 役員報酬基準の内容及び平成30年度における改定内容

理事長

副理事長

理事

監事（非常勤）

① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

② 平成30年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

当公庫は、沖縄県を対象地域とし、本土における政策金融機関の業務を一元的に担う総合的な
政策金融機関として、沖縄の経済の振興と社会の開発を金融面から支援している。

役員については、沖縄地域の金融・経済事情や国及び沖縄における広範な公共政策の動向な
どに識見のある者で構成されており、役員報酬については、国会の議決を経て承認された予算に
従い、国家公務員の指定職に準じた水準となっている。

役員報酬のうち、特別手当の額については、役員の勤務実績に応じ、増額又は減額することがで
きることとしている。

役員報酬は、下表のとおり、本俸、特別調整手当、通勤手当、特別手当から構成され
ている。

平成30年度は次の改定を実施。
・特別手当について、国家公務員に準じた引上げ（＋0.05ヵ月)、支給月数を国

家公務員と同水準（年間3.35ヵ月）とした。
・特別手当の支給基準は、下表のとおりである。

月額（単位：千円）

理事長 1,106

副理事長 950

理事 822

監事（非常勤） 492

ロ 特別調整手当 東京都特別区に在勤する役員　 　本俸月額×0.2

支給水準

一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95

号）第12条第1項及び第2項の規定に準じて支給

｛本俸月額＋（本俸月額×0.45）｝×支給割合（※）×在職

期間

　　（※）平成30年度支給割合：3.35ヵ月

特別手当ニ

給与の種類

イ 本俸

ハ 通勤手当

・監事（非常勤）については、特別調整手当、通勤手当、特別手当の支給はない



２　役員の報酬等の支給状況
平成30年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,644 13,272 5,372 -

千円 千円 千円 千円

2,280 （特別調整手当）

181 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,973 （特別調整手当）

228        （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

13,857 9,864 3,993 -           

千円 千円 千円 千円

5,904 5,904 -           -           

注１：「特別調整手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。

注３：各項目で端数処理を行っているため、各項目の合計が、総額と一致しない場合がある。

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

理事長
副理事長
理事
監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

理事長

副理事長 ◇18,475 11,400 4,614

Ａ理事 ◇16,058 9,864 3,993

注２：本表の「前職」欄の 「*」は退職公務員、「◇」は役員出向者、「※」は独立行政法人等の退職者、「＊※」は
　　　退職公務員でその後独立行政法人等の退職者であることを示す。

Ｂ理事 ※13,857 9,864 3,993 -

Ｃ理事 4月1日 ※

監事
（非常勤）

3月31日 ＊

当公庫は、昭和47年の本土復帰以来、沖縄における政策金融を一元的・総合的に行っ
ている政策金融機関であり、国及び沖縄県の重点施策と一体となって沖縄の振興開発に
取り組んでいる。

したがって、当公庫の役員については、経済や金融についての高い専門性はもとより国
及び沖縄における広範な公共政策に関する幅広い知見が必要であり、そのような広範か
つ高度な見識を持つ人材を登用するためにも、国家公務員の指定職に準じた報酬水準は
妥当であると考える。

また、役員報酬については、国会の議決を経て承認された予算の範囲内で適正に執行
している。

役員の職務・職責や国家公務員指定職の俸給との比較等を踏まえると、現行の報酬水
準は概ね妥当であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（平成30年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

2,457 1 8
平成30年
3月31日

1.4 ※

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

判断理由

　該当者なし理事長

法人での在職期間

副理事長 該当者なし

理事

　退職手当の算定の基礎となる業績勘案率については、「独立行政法人、特殊法人及び認可法人の
役員の退職金について」（平成15年12月19日閣議決定）の趣旨を踏まえ、内部規程の定めに従い、
在職期間における法人の業績や当該役員の業績を個別に検討した上で、外部有識者からなる業績
評価委員会において決定。

理事長

副理事長

理事

注：本表の「前職」欄の 「*」は退職公務員、「◇」は役員出向者、「※」は独立行政法人等の
　　退職者、「＊※」は退職公務員でその後独立行政法人等の退職者で あることを示す。

役員報酬のうち、特別手当の額については、役員の勤務実績に応じ、増額又は減額することができるこ
ととしている。

今後についても、継続していく予定である。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成30年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

177 42.0 8,209 5,829 64 2,380
人 歳 千円 千円 千円 千円

177 42.0 8,209 5,829 64 2,380

人 歳 千円 千円 千円 千円

9 53.8 3,502 2,949 63 553
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 48.8 3,019 2,511 53 508
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 56.3 3,744 3,168 68 576

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：常勤職員については、「事務・技術」以外の職種の該当者がいないことから欄を省略した。
注3：在外職員、任期付職員、再任用職員については、該当者がいないことから欄を省略した。
注4：嘱託とは、業務の繁忙等の事由により、専門性の高い業務を委嘱された者をいう。

平成30年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内 うち賞与

常勤職員

事務・技術

非常勤職員

事務・技術

嘱託

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

区分 人員 平均年齢

給与水準については、社会一般の情勢に適合するよう、民間の給与水準等に準拠して定められて
いる国家公務員の給与水準等を勘案して、自律的・自主的な労使関係の中で決定している。

人事考課に基づき職員の勤務成績を昇給・昇格に反映させるとともに、奨励手当において半期毎の
勤務成績を反映させる仕組みとしている。

1 給与制度の内容

職員の給与については、給与規程第2条において、基本給及び諸手当を定めており、それぞれの
区分は以下のとおりである。

基本給：本俸、扶養手当、管理職手当
諸手当：特別都市手当、時間外勤務手当、特地勤務手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、

宿日直手当、期末手当、奨励手当

2 平成30年度における主な改定内容

国家公務員に準じて次の改定を実施した。
①本俸の引上げ（平均0.16％）

ただし、独自の取組みとして、1等級及び2等級の職員の本俸表の改定を見送った。
②賞与の引上げ（＋0.05ヵ月、年間4.45ヵ月)



（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

22 52.3 11,481

12 26.8 4,006

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

55.9 57.5 56.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.1 42.5 43.3

％ ％ ％

         最高～最低 52.3～40.3 50.0～38.9 51.1～39.6

％ ％ ％

57.7 59.1 58.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.3 40.9 41.6

％ ％ ％

         最高～最低 43.5～39.8 42.1～38.4 42.6～39.0

　　注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
　　注2：近年の新規採用は四大卒以上に限られており、入庫後１年未満の職員は本調査の対象から除外され
　　　　　ていることから、20～23歳の該当職員がいない。

　代表的職位

   ・本店、本部課長

   ・本店・本部係員

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
以下、④まで同じ。〕

平均年齢

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

5,023 ～ 3,578

14,561 ～ 10,315

人員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

分布状況を示すグルー
プ

千円

一般
職員

年間給与額

一律支給分（期末相当）

最高～最低

賞与（平成30年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

②

④

③



３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

・年齢勘案 125.7

・年齢・地域勘案 135.2

・年齢・学歴勘案 122.1

・年齢・地域・学歴勘案 133.7

３　離島地域の資金ニーズに対する対応
　当公庫は、多くの離島を抱える沖縄にあって、離島地域のニーズにきめ細かく対
応するため、宮古支店、八重山支店を有している。両支店の職員に対しては、国家
公務員に準じて特地勤務手当を支給しているが、その受給者の割合が国家公務員
（行（一））と比べて高くなっている。

４　沖縄県に本店を有することによる地域勘案指数への影響
　当公庫は、国家公務員における地域手当の非支給地である沖縄県に本店を有し
ており、組織運営の中枢を担っている役職層が、沖縄県において多く勤務してい
る。
　一方、非支給地の国家公務員の平均給与は、小規模な地方事務所が多く、上述
のような公庫の特殊事情とは違い上位区分の管理職が少ないと考えられること等か
ら、地域手当が支給されないこと以上に低くなり、その結果、地域手当の非支給地
に拠点を置く当公庫の地域勘案指数は高くなっていると考えられる。

  ※国家公務員の計数は、「平成30年国家公務員給与等実態調査報告書」による。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

２　総合政策金融機関としての執行態勢の確保
　当公庫においては、限られた人数で、高い専門性が求められる多様な政策金融を
一元的、効率的に実施するとともに、金融機関として求められている責任の下、適切
に業務を行う執行態勢の確保を図るため、相応の権限と責任を持った管理職職員
を一定数必要としていることから、管理職職員の割合が、国家公務員（行（一））と比
べて高くなっている。なお、当公庫の管理職職員は、組織のマネジメントのみなら
ず、事案によっては直接顧客との交渉にあたるなど、部下職員には困難な業務を直
接遂行するプレイングマネージャーとしての役割も果たしている。

対国家公務員
指数の状況

内容

１　高い専門性を有する人材の確保
　当公庫は、沖縄県のみを対象地域とし、本土における政策金融機関の業務を一
元的に担っているほか、沖縄の地域的な政策課題に応えるための独自の業務とし
て、産業基盤整備、地域開発事業への出融資や新事業支援のための出資業務を
行っており、総合的な政策金融機関として、沖縄の経済の振興と社会の開発を金融
面から支援している。
　一般の金融機関が行う金融サービスを補完し、民間投資を促進するため、電力・
空港関連施設・ホテル等の地域開発事業や、中小・小規模事業者、農林漁業者の
必要とする長期資金を出融資しているほか、住宅・医療・教育等の生活分野におけ
る多様な資金ニーズにも応えている。また、蓄積した経済・金融情報やノウハウの提
供により、各種の産業施策の立案やプロジェクトの企画形成の支援に加え、事業再
生、創業者の支援、新規事業育成のための出資にも積極的に取り組んでいる。
　限られた定員のなかでこのような業務を遂行するため、当公庫の職員には、幅広
い分野のより高い専門性に対応できる能力が必要であることから、大学卒以上を中
心とする職員採用を継続的に実施している。なお、職員の93.8％が審査、法務、企
画、調査等の業務を担う総合職職員となっており、国家公務員（行（一）大学卒
57.4％）に比べ大学卒の割合が高い。

項目

（学歴別の人員構成）

大学卒 短大卒 高校卒 中学卒

当公庫 93.8% 3.4% 2.8% -

国家公務員（行（一）） 57.4% 12.7% 29.9% 0.0%

注１：大学卒には、修士課程以上の修了者（6.2％）を含む。

注2：当公庫では、最終学歴が中学卒の職員はいないことから、「-」にて表示。

（管理職層の割合）
31.1% （支店課長級以上）
17.7% （俸給の特別調整額受給者）

（級別人員構成の割合）
20.9% （2等級以上）
5.4% （7級以上）

当公庫
国家公務員（行（一））

当公庫
国家公務員（行（一））

10.2%
0.8%

当公庫
国家公務員（行（一））

（特地勤務手当受給者の割合）

非支給地（沖縄県）：87.0％、１級地（東京都）：13.0％
非支給地：24.3％、2～7級地：44.5％、１級地：31.2％

（地域別の人員構成）
当公庫
国家公務員（行（一））



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

【講ずる措置】
　令和元年度においても、国における取組みを踏まえつつ、給与制度の不断の見
直しについて、自律的・自主的な労使関係の中で取り組むこととしており、これらによ
り、給与水準の適正化に取り組む考えである。

【改善策、目標水準及び具体的期限】
　上述のとおり、国における取組みを踏まえつつ、給与制度の見直しについて、自
律的・自主的な労使関係の中で、給与水準の適正化に取り組む。
　目標水準　 ：平成25年度の対国家公務員指数（125.6）程度
　具体的期限：令和元年度末

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　5.2％】
（国からの財政支出額  602百万円、支出予算の総額  11,501百万円：平成30年度
予算）
【累積欠損額なし（平成29年度決算）】
【管理職の割合　31.1％（常勤職員数177名中55名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　93.8％（常勤職員数177名中166名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額　17.4％】
（支出総額　10,173百万円、給与・報酬等支給総額1,775百万円：平成29年度決算）

　給与水準の妥当性の
　検証

【検証結果】
（法人の検証結果）
　平成30年度は、国家公務員に準じて本俸の引上げを3等級から6等級の職員に対
して実施した。また賞与の支給月数については、国家公務員と同水準へ引き上げ
た。一方で、給与水準の適正化を図るため、独自の取組みとして、平成28年1月の
調査役手当の削減や平成29年度に引き続き1等級及び2等級職員の本俸表の改定
見送り等に取り組んでいるところである。
   当公庫は、プロパー職員、国及び他公庫からの出向者で構成される小規模な組
織であり、ラスパイレス指数の算定対象者である1年超在籍者の職階構成がその
時々の人事異動で変動した影響等により、平成30年度の対国家公務員指数は、
125.7と前年度（125.0）に比べ0.7ポイント上昇した。
   給与水準については、上記の「国に比べて給与水準が高くなっている理由欄」に
も記載したとおりであり、給与は、国会の議決を経て決定された人件費予算の範囲
内で適正に執行・管理している。

（主務大臣の検証結果）
　沖縄公庫においては、少ない人数で、日本政策金融公庫並びの融資業務に加
え、産業開発資金等の融資や出資といった幅広い業務を行うために、高度な専門
性を有する優秀な人材の確保を必要としており、30年度の対国家公務員指数は
125.7と昨年度の125.0から若干上昇した。一方、自ら掲げた目標（125.6程度）に近
似するものであることなどから、今後も引き続き目標の達成が図られるように給与水
準のより一層の適正化を促し、国民の理解が得られるものとなるよう、適切に指導・
監督していく。

講ずる措置

（扶養親族がいない場合）
〇22歳（大卒初任給）
月額196,400円 年間給与2,924,887円

〇35歳（本店調査役）
月額377,200円 年間給与6,372,794円

〇50歳（本店課長）
月額623,800円 年間給与10,916,084円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者、父母等 6,500円、子一人につき10,000円）を
支給。

モデル給与の月額及び年間給与は、本俸、管理職手当、特別都市手当、特地勤務手当を基礎
に算出している。

当公庫は、公正な処遇、人材育成、人材活用、組織目標の達成を目的とした人事考課制度を導
入しており、人事考課制度による職員の勤務成績を昇給・昇格に反映させるとともに、奨励手当に
おいて半期毎の勤務成績を反映させる仕組みとしている。
今後も、同制度を活用し、継続して取り組む考えである。



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成30年度）

前年度
（平成29年度）

千円 千円 千円 （％）

(Ａ)
千円 千円 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

(△12.2%)
非常勤役職員等給与

236,768 269,651 △ 32,883

退職手当支給額
98,467

1,812,074 1,775,520

129,100 △ 30,633 (△23.7%)

福利厚生費

36,554 (2.1%)

区　　分

給与、報酬等支給総額

比較増△減

△ 32,523 (△1.2%)

439,577 445,139 △ 5,562 (△1.2%)

注：各項目で端数処理を行っているため、各項目（（A）～（D））の合計が、総額（A+B+C+D)と一致しない
場合がある。

①平成30年度は、国家公務員に準じた本俸及び賞与の引上げを行った影響等により、「給与、報酬等支給総額」
は前年度比2.1％増となった。一方、定年退職者等の減少及び平成30年1月の退職手当の支給水準引き下げ実
施により、「退職手当支給額」が前年度に比べ減少したこと等から、「最広義人件費」は、前年度比1.2％の減少と
なっている。

②「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月7日閣議決定）及び「独立行政法人及び特殊法
人等における役職員の給与及び退職手当について」（平成29年11月17日事務連絡）に基づき、平成30年1月から
以下の措置を講ずることとした。
　 役員に関する講じた措置：平成30年1月1日以降は、△16.3％
　 職員に関する講じた措置：平成30年1月1日以降は、△16.3％

③総人件費については、国の動向等を踏まえ、必要な検討を行うほか、公庫独自の給与の見直しを進めることと
しており、これらにより総人件費抑制に取り組む考えである。

特になし

最広義人件費
2,586,888 2,619,411
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